
仕 様 書 

 

１ 名称 

  幕張本郷駅・都賀駅周辺における防犯カメラ等賃貸借 

 

２ 業務の目的 

ＪＲ幕張本郷駅及びＪＲ都賀駅周辺において、防犯カメラ等を設置することで犯罪の

抑止に寄与すること等を目的とする。 

 

３ 賃貸借期間 

令和２年１２月１日 ～ 令和７年１１月３０日（６０か月） 

 

４ 賃借料の支払い 

（１）支払い期間及び回数 

   月ごとに完了払いとする。 

（２）支払額 

本契約に要する費用の総額を６０等分した額とする。 

 

５ 賃貸借物件 

物品（防犯カメラ等） 略称 数量 

防犯カメラ 二眼タイプ（2方向撮影） 防犯カメラ ８基 

無線ＬＡＮアクセスポイント 

（カメラ一眼につき 1か所） 

（防犯カメラへの内蔵可） 

無線ＬＡＮ １６か所 

ＳＤカード等の画像記録媒体 記録媒体 １６個 

モニター用タブレット端末 タブレット ２台 

その他防犯カメラの設置に必要なもの 

（変圧器、取付け金具、配管パイプ等） 
その他設備 １式 

 

６ 履行内容 

（１）リースによる防犯カメラ等の調達、設置 

（２）防犯カメラ等の保守 

（３）各種手続きの代行 

（４）発注者への必要書類の提出 

（５）契約期間満了時の防犯カメラ等の撤去 

 

７ 運用開始 

運用開始は令和２年１２月１日とするが、運用開始前に防犯カメラ等が設置された場合

には、発注者は試験運用することができるものとし、試験運用期間の賃借料は発生しない



ものとする。 

 

８ 納品・設置箇所 

（１）タブレット以外 

   千葉市花見川区幕張本郷 2丁目地先、他（別図１および２のとおり） 

（２）タブレット 

   地域安全課（千葉市中央区千葉港１－１ 市役所本庁舎８階） 

 

９ 物品の仕様について 

（１）防犯カメラ 

   ア 屋外用であること 

   イ 消費電力が 30W以下であること 

   ウ 無線ＬＡＮを内蔵していること 

   エ 有効画素数が 200万画素以上であること 

   オ 常時撮影・閲覧が可能であること 

   カ 記録媒体への接続（録画）が可能であること 

   キ 光学ズーム 3倍以上、デジタルズーム 10倍以上の機能を有すること 

（２）無線ＬＡＮ 

   ア 記録媒体にて録画された１時間分の画像データ（標準画質で撮影した画像で、

コマ数は１秒１コマ以上）を、タブレットに概ね１０分以内でダウンロードする

ことが可能な通信速度を有すること 

   イ 消費電力が防犯カメラと合わせて 30W以下であること 

（３）記録媒体 

   ア 容量は、防犯カメラにより標準画質で撮影した画像を１秒１コマ以上のコマ数

で録画した際に、画像データを７日間以上保存できるだけの容量であること 

   イ アの保存期間を経過したら、録画した画像データは自動で上書きされること 

（４）タブレット  

   ア ＯＳはＷｉｎｄｏｗｓ１０を搭載していること 

   イ ディスプレイは 10インチ以上であること 

   ウ 無線ＬＡＮと接続可能であること 

   エ 生活防水機能を有すること 

   オ 防犯カメラで撮影した画像を閲覧可能なソフトウェアを搭載していること 

   カ 記録媒体への接続・録画が可能であること 

   キ 記録媒体に録画された画像を閲覧する際に、遅滞なく閲覧できる程度のＣＰＵ

及びメモリの容量を有すること 

   ク ANY接続防止、WPA2-PSK(AES)、MAC アドレスフィルターの機能を有すること 

（５）その他設備 

   ア 電源電圧が２００Ｖの箇所については、１００Ｖへ変圧する機器を設置すること 

   イ 必要に応じて、無線ＬＡＮ等を格納するボックスを設置すること 

   ウ 防犯カメラの設置に際し、必要に応じてアームを取付けること 



   エ 「防犯カメラ作動中」「千葉市 地域安全課」「＊＊＊」（「＊＊＊」部分は通し番

号）等と記したプレート（材質は金属又は樹脂）若しくは耐水性のステッカーを防犯カ

メラごとに設置すること。プレート若しくはステッカーの文言及び取付位置の詳細につ

いては、発注者と協議し、決定すること。 

   オ 防犯カメラで撮影した画像を閲覧可能なソフトウェアについては、現在当課が管理し

ているタブレット端末 4台（Logitec社製 型番：LT-WMT10H/BC92（2 台） 及び 富士

通製 型番：ARROWS Tab Q509/VB（2台））にもインストールするとともに、上記（４）

のタブレット端末と同等の作業が可能となるよう、セットアップすること。また、発注

者の要請があった場合は、同ソフトウェアのアンインストールのうえ、動作環境をイン

ストール前の状態に戻すこととし、作業実施時期など詳細については、発注者と協議し、

決定すること。 

（６）共通      

ア 各箇所に設置する防犯カメラ等は、総重量が 30kgを超えないこと。 

   イ 直射日光下で以下の使用条件で異常なく動作すること 

      周囲温度  －１０℃～５０℃ 

      周囲湿度  １０％～８０％（結露しないこと） 

      風速    ４０ｍ/Ｓ以下 

 

10 設置工事について 

（１）受注者は、機器の設置工事に関し、関係法令を厳守し、工事の円滑な進捗を図ると

ともに、関係法令の適用及び運用は受注者の責任において行わなければならない。 

（２）防犯カメラ等を道路上に設置する際に、歩道上の場合は底部が２．５ｍ以上、その

他の場合は底部が４．５ｍ以上の高さに位置するように設置すること。 

（３）防犯カメラの撮影範囲（画角、マスキング処理）を発注者と事前に協議し、実際の

撮影画像をもって、発注者が画角を確認すること。 

（４）発注者と受注者で協議した結果、別図１及び２の位置に防犯カメラを共架できない

と判断した場合、発注者と協議の上、別の箇所へ設置することとする。 

（５）受注者は、機器の設置がすべて完了したときは、遅滞なく履行の完了を証明する図書を発

注者に提出するものとし、発注者は図書及び現地等を確認し検査するものとする。 

 

11  保守業務 

（１）受注者は、防犯カメラ等の設置後から契約終了までの間、防犯カメラ等が正常な状

態で使用できるように管理すること。 

（２）受注者は、年１回以上、防犯カメラ等の清掃及び点検（時刻の補正を含む）を行い、

報告書により発注者に報告すること。 

（３）受注者は、発注者からの求めがあったときは、年度で３基までに限り、受注者の負

担により設置箇所の変更又は角度の調整、並びにマスキング処理を施すこと。 

（４）受注者は、防犯カメラ等の不具合について発注者から連絡を受けたときは、速やか

に状況を確認し、発注者へ報告すること。その確認の結果又は（２）の点検の結果、防

犯カメラ等の修繕や交換（修繕等）の工事が必要になった場合は、工事の期間について



その都度発注者と協議し、速やかに着手するものとする。 

（５）受注者は、（４）の修繕等が完了した時は、報告書により発注者に報告すること。 

（６）（４）の修繕等について、発注者と受注者との協議において、防犯カメラ等の不具合

が地震、津波、戦争、暴動、想定を超える風水害など、不可抗力によるものと判断した

場合は、発注者の負担により修繕等を行うこととし、それ以外の場合は、受注者の負担

により修繕等を行うものとする。なお、落雷、原因不明の事故による不具合は、受注者

の負担おいて修繕等を行うものとする。 

（７）業務を行うにつき第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償しなけ

ればならない。ただし、その損害のうち発注者の責めに帰すべき事由により生じたもの

については、発注者が負担する。 

 

12 各種手続きの代行について 

   以下の手続きを代行すること。ただし、法令上、発注者でないと手続きを行うこと

ができない場合は、その手続きを補助すること。なお、手続きにあたり、事務手数料

等の費用が必要な場合は、受注者が負担すること。 

（１）電気の使用に関する電力会社への必要な手続き 

（２）電柱への共架に関する電柱所有者への必要な手続き 

（３）道路占用に関する道路管理者への必要な手続き 

（４）道路使用に関する警察署への必要な手続き 

（５）その他、当該業務の履行に必要な手続き 

 

13 発注者への必要書類の提出について 

提出時期 提出物（様式は原則として任意とする） 
提出 

部数 

設置前 

ア 作業計画書       

イ 取付図 

ウ 位置図、撮影方向図 

エ 防犯カメラ等の仕様書 

オ 取扱説明書 

カ 主任技術者選任届及び主任技術者経歴書 

ア～オ：５部 

カ：１部 

設置後 
・設置完了図書 

（設置前後の写真、工事時の写真含む） 
５部 

毎月 ・完了報告書 １部 

年に１回 

以上 
・点検報告書（点検時の写真含む） ２部 

適宜 
・契約書に記載されたその他書類 

・その他、必要に応じて発注者が指示する書類 
－ 



 

14 契約期間満了時の防犯カメラ等の撤去 

（１）契約期間満了に際し、本契約で設置した防犯カメラ等を全て撤去すること。ただし、

発注者との契約により本契約で設置した防犯カメラをそのまま使用する場合は、この

限りでない。 

（２）（１）で撤去した防犯カメラ等を処分する際には、法令に則り適切に処分すること。 

 

15 共通事項 

（１）秘密の保全 

   本賃貸借に係る一連の業務において知り得た情報は、本件事業以外の目的で利用し、

または第三者に漏らしてはならない。また、事業終了後も同様とする。 

（２）法の遵守 

   本事業の実施に当たっては、本仕様書に基づくほか、国内法及び次に示す基準等を 

  遵守すること。 

   また、これらの適用を受けないものであっても、他に基準規定があるものいついて 

  は、当該規定に準拠すること。 

   ア 日本工業規格（ＪＩＳ）、国際基準規格（ＩＳＯ） 

   イ 日本電気規格調査会基準規格（ＪＥＣ） 

   ウ 電気設備技術基準 

（３）その他 

この仕様書に定めのない事項については、発注者と協議し、決定する。 

 


